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2020年 11月 26日 

各  位 

会 社 名 ハイアス・アンド・カンパニー株式会社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 川瀬 太志 

 (コード番号：6192 東証第一部) 

問 合 せ 

責 任 者 
執行役員 経営企画部部長 西田 祐 

 (TEL.03-5747-9800) 

 

監理銘柄（審査中）の指定解除、特設注意市場銘柄の指定、上場市場の変更 

（市場第一部からマザーズへの変更）及び上場契約違約金の徴求に関するお知らせ 

 

当社は、本日付で株式会社東京証券取引所より監理銘柄（審査中）の指定が解除されること、

特設注意市場銘柄に指定されること、上場市場を変更すること（市場第一部からマザーズへの変

更）及び上場契約違約金の徴求を受けることとなりましたので、下記のとおりお知らせいたしま

す。 

 
記 

 
１．監理銘柄（審査中）の指定解除、特設注意市場銘柄の指定、上場市場の変更（市場第一部か

らマザーズへの変更）及び上場契約違約金の徴求の理由 
  株式会社東京証券取引所から以下の指摘を受けております。 
 
 「ハイアス・アンド・カンパニー株式会社（以下「同社」という。）は、２０２０年８月３１

日、第三者委員会の設置等について開示し、また、同年９月２９日に新規上場前からの不適切

な会計処理（以下「不適切会計」という。）に関する第三者委員会の中間調査報告書を開示し、

さらに、同年９月３０日、過年度の決算短信等の訂正を開示するとともに、監査報告書の意見

不表明等について開示しました。これらの開示等を受け、同日、当取引所は、同社が提出した

新規上場申請及び上場市場の変更申請に係る宣誓書において宣誓した事項について重大な違

反を行ったおそれがあると判断し、同社株式を監理銘柄（審査中）に指定しました。 
  その後、同社は、２０２０年１０月２６日、不適切会計に関する第三者委員会の最終調査報

告書及び２０２１年４月期第１四半期の四半期連結財務諸表について限定付結論の四半期レ

ビュー報告書を受領した旨を開示し、さらに、同年１１月１６日、新経営体制等について開示

しました。 
 
 これらの開示等を受け、以下の状況が明らかとなりました。 
・同社が、同社株式の当取引所マザーズへの新規上場申請及びその後の当取引所本則市場への

上場市場の変更申請において、当取引所に提出する書類の記載に漏れがなく、かつ、すべて

真実である旨の宣誓書を提出していたにもかかわらず、申請書類に虚偽の財務諸表を記載し、
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審査過程での照会に繰り返し虚偽の書面回答を行い、さらに報告すべき事項が追加発生した

際もその報告を怠っていたこと 
・一方で、不適切会計による過年度決算の訂正規模は、通期売上高の最大訂正額でも１７百万

円の減額にとどまるなど、財務数値の虚偽の程度は限定的であり、新規上場及び市場変更に

係る数値基準の未達もなかったと考えられること、また、訂正後の過年度の財務諸表に対す

る監査意見は意見不表明であるものの、第三者委員会の最終調査報告書の内容及び２０２１

年４月期第１四半期の四半期連結財務諸表に対する四半期レビューが限定付結論であるこ

と等を踏まえると、訂正規模が大幅に拡大する可能性は相当程度低いと考えられること 
・監査法人から誠実性に深刻な疑義ありと指摘され意見不表明の原因となった同社元代表取締

役社長をはじめ、不適切会計に関与又は認識した同社取締役及び監査役の全員が、本年１２

月末までに同社取締役及び監査役を辞任する見込みであること 
  以上を総合的に勘案すると、同社が提出した新規上場申請及び上場市場の変更申請に係る宣

誓書において宣誓した事項について、重大な違反を行ったとして上場廃止が相当であるとまで

は認められないことから、同社株式について、監理銘柄（審査中）の指定を解除することとし

ます。 
 
  一方で、同社が、新規上場申請及び上場市場の変更申請に係る宣誓書において宣誓した事項

について違反していた背景として、本件では主に以下の点が認められました。 
・同社では、同社元代表取締役社長を含むほとんどの取締役が、上場審査をすり抜ける目的で

不適切会計について関与又は認識するなど、内部統制が無効化されていたこと 
・同社元代表取締役社長を始めとする取締役の一部は、新規上場審査及び市場変更審査におい

て虚偽の回答をしたのみならず、不適切会計の発覚後の段階においても、日本取引所自主規

制法人に対する虚偽の説明や監査法人の監査手続の妨害といった隠蔽工作を行うなど、信頼

性のある財務報告を行う意識や市場関係者に対する誠実性が著しく欠如していたこと 
・取締役会は、同社元代表取締役社長等が参加する別の会議において実質的に決定された内容

を追認する形で運営されるなど形骸化しており、取締役の業務執行に対する監督機能が十分

に発揮されていなかったこと 
・常勤監査役は、不適切会計の一部を認識していたにもかかわらずこれを是正する対応を行わ

ないなど、監査役としての監視機能を果たしていなかったこと 
・営業部門を牽制すべき財務経理部門が営業部門のサポート的な役割を担っていたほか自ら不

適切会計に関与するなど社員のコンプライアンス意識も欠如しており、また、稟議の形骸化

や契約書の軽視が蔓延していたなど、不適切会計の実行を可能とする土壌が生じていたこと 
  以上を総合的に勘案すると、本件は、同社が内部管理体制の重大な不備により新規上場申請

及び上場市場の変更申請に係る宣誓書において宣誓した事項について違反を行ったものであ

り、同社の内部管理体制等については改善の必要性が高いと認められることから、同社株式を

特設注意市場銘柄に指定することとします。 
 
  また、上記のとおり、上場市場の変更申請に係る宣誓書において宣誓した事項について違反

があり、当該違反に起因して特設注意市場銘柄に指定することから、同社株式について、市場

第一部からマザーズへ上場市場の変更を行うこととします。 
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  加えて、同社が、新規上場審査及び市場変更審査において、申請書類に虚偽の財務諸表を記

載し、審査過程での照会に繰り返し虚偽の書面回答を行い、さらに報告すべき事項が追加発生

した際もその報告を怠っていたことにより、宣誓書において宣誓した事項に違反した事実を踏

まえると、当取引所市場に対する株主及び投資者の信頼を毀損したと認められることから、同

社に対して、上場契約違約金の支払いを求めることとします。」 
 
２．監理銘柄(審査中)指定解除日 

  ２０２０年１１月２７日（金） 

   

３．特設注意市場銘柄指定日 

２０２０年１１月２７日（金） 

 

４．特設注意市場銘柄指定期間 
２０２０年１１月２７日から原則１年間とし、１年後に当社から内部管理体制確認書を提出、

株式会社東京証券取引所が内部管理体制等の審査を行い、内部管理体制等に問題があると認め

られない場合には指定が解除になります。一方で、内部管理体制等に問題があると認められる

場合には、原則として上場廃止となります。ただし、その後の改善が見込まれる場合には、特

設注意市場銘柄の指定を継続し、６ヵ月間改善期間が延長されます。なお、特設注意市場銘柄

指定中であっても内部管理体制等の改善見込みがなくなったと認められる場合には、上場廃止

となります。 

 

５．市場変更日（市場第一部からマザーズへの変更） 

  ２０２０年１２月２７日（日） 

 

６．上場契約違約金について 

当社は、株式会社東京証券取引所より、上場契約違約金３，３６０万円の支払いを求められ

ました。 

 

７．今後の対応 

株主や投資家の皆様をはじめとする関係者の皆様に、多大なるご迷惑とご心配をおかけして

おりますことを深くお詫び申し上げます。今後は、内部管理体制を早急に整え、指定解除を受

けられるよう全社一丸となって、最大限の努力を尽くすとともに、信頼回復に誠心誠意努めて

まいる所存でございます。なお、当社は現在、再発防止策の詳細を鋭意検討しているところで

すが、上記のとおり特設注意市場銘柄に指定されたことを踏まえ、２０２１年２月下旬を目処

に改善計画を策定し、開示する予定です。 

 

 

以上 


